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（景気動向調査資料）                          ２０２２・６・３０ 

                                      

厚木商工会議所  ２０２１年度（令和３年度）中小企業景気動向調査報告書 

２０２１年度を振り返って 

 

厚木商工会議所では、厚木市内の中小企業を各業種（製造業、建設業、運輸業、小売業、飲食業、卸売

業、不動産業、サービス業の８業種）から無作為に抽出した会員へ四半期ごとに年４回のアンケートと web

方式により調査を実施してきた。そこで令和３年度分（２０２１年度第１四半期～第４四半期）の年間結

果をまとめてみる。 

なお、調査対象企業数はハガキと web回答併せて３００～４００社の協力を得た。 

 今回の経過グラフは、該当業種と厚木市全業種、日商ＬＯＢＯ調査全国平均を並べ関連性の参考とした。 

 

 

１、全業種（上記８業種の総合ＤＩ値） 

 

  

全８業種を総合すると、業況・売上高・収益状況の３要素から見えてきたのは、ある程度順調に推移し

た第３四半期から、主に経済状況や新型コロナウィルスの影響で第４四半期に大幅な低下が見られるが、

その影響は次期に回復と期待されている。日本商工会議所のＬＯＢＯ調査でも同様の傾向が示されており、

腰折れ感が見られる。 

 世間の動きに注目すると、従来からのコロナの影響だけでなく、円安傾向やウクライナ情勢、燃料費の 

高騰等世界の経済情勢をゆるがす環境へ変化している。業況も良し悪しが業種だけでなく各社の変革も大

きく影響しているようだ。 
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１）製造業 

 

 厚木市の製造業は、２０１９年度の第４四半期・２０２０年度第１四半期ではコロナ禍により、厚木全

業種・日商全国と同様な下落を示している。しかしながら２０２０年度第２四半期以降、日商全国に比べ

顕著な増加を示している。２０２１年度も乱高下を示しながら、日商全国に比べて優位であり、厚木全業

種と似た動きであるがさらに１０ポイント程度高い値を示している。２０２２年度第１四半期の予測では、

変異株の脅威にさらされているものの、コロナ禍も第６波となり、ワクチン効果やコロナ対策が周知され

ることにより、現状維持を示している。 

 

２）建設業 

 

２７年度以降順調に推移しており、この好況感が３０年度に入り一時停滞したが後半に持ち直しがみら

れるたが、状況は２０２０年度から２０２１年度へ継続している。次期にも慎重な見方であろうか。厚木

市内の企業平均と比較しても景気は悪かった業種とみたい。さらに全国平均と比較しても、業況は全国並

みで、予測も下降傾向が気になる。考えられる大きな弊害は流通・円安・コロナ等への影響の不安であろ

う。 
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３）運輸業 

 

低迷、好転の変動の傾向は、日商の傾向とは大きく乖離している。この要因は、厚木市の運輸業の場合

収集するサンプル数が少ないので、僅かの差異によりＤＩ値が大きく振れる。 

２０２０年度では動きが大きく見られたが、２０２１年度後半から、日商の傾向と比較しても好転を示

している。景気が回復基調にあって輸送需要が増加したことによることか。 

２０２２年度は低迷を予測している。急激な経済変動による世界的な経済の停滞の影響でもあり業界単

独での回復は困難である。 

４）小売業 

 

20 年度の第 4 四半期に見た 21 年度第 1 四半期の予測では景況回復を予測していたところだったが、実

際には 21年度の第 1四半期は大きな落ち込みから始まった。その後コロナ感染状況が改善し、第 2・3四

半期は改善傾向が続いたが, 、オミクロン株の流行で再び大きく落ち込む結果となった。小売業は半年毎の

変動が激しい傾向があるが、概ねウイズコロナの事業環境に対応していく必要性が認識されつつあり、全

国平均や厚木全業種平均と比較すると、22 年度の第１四半期予測には回復期待感が出ていると思われる。 

 



4 

 

５）飲食業 

 

20年度に引き続きコロナ感染状況の厳しい状況が続いた後、第 3四半期にコロナ感染状況の改善が見ら

れ、緊急事態宣言の解除もあって飲食業の景況感は一気に高まった。しかし、その後のオミクロン株の流

行による蔓延防止措置の発出でまたまた大きく後退した。飲食業にとっても厳しい事業環境が続いている。

しかし、人々のマインドも政策もウイズコロナへシフトを始めたとの認識か、22年度の第１四半期予想は、

急激な改善を予測している。今度こそ、ウイズコロナで色々な対策の上であっても、日常が戻ってくるこ

とで飲食業の環境が好転することを望むばかりである。 

 

６）卸売業 

 

平成２７年度の卸売業の業況は低めであったが、２８年度に回復し、２９年度には一度の改善が見られ

たが、３０年度～２０１９年度へ横這いから低下が続いた。その後は回復への動きとなっている。厚木市

全体の動きや全国平均より改善の傾向が見られ、先々の不安が少なくなっているのではないか。 

今後も、新型コロナウィィルスによる影響を不安視しているものと思われ、日本経済の先読が難しい状

況をどのようにとらえていくかが大きく問われる時期であろう。 
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７）不動産業 

 

 コロナ禍の真っただ中である２０２０年度第１四半期を見ると、厚木市の不動産業では、日商全国およ

び厚木全業種に比べ、やや下落幅が少なかったが、第２四半期、第３四半期は厚木全業種の回復傾向に比

べ低迷が見えた。２０２１年第１四半期以降は日商全国に比べ、優位性を示しており、また、厚木全業種

より優位を示すグラフとなっている。２０２２年度第１四半期については厚木全業種に比べ悲観的な予想

となっているが、人の流動化が進む気配があり、予想が外れる可能性がある。 

８）サービス業 

 

全体的に低迷、好転の変動傾向は、厚木・日商の変動傾向と類似している。しかし、低迷、好転の変動幅

は大きく乖離している。この要因は、当市の調査回答企業には宿泊業、理・美容業が多いので、集客の季節

変動による影響があり、それと回答企業数が少ないことによる僅かの差異によりＤＩ値が大きく振れるこ

とによる。動きとしては回復基調とみたい。 

以上 
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（参考資料）（２０２２／３／３１付ＬＯＢＯ調査結果より抜粋資料）   

 


